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(57)【要約】
　基準電圧と調整済み出力電圧との差分を増幅するよう
に構成された差動増幅器と、差動増幅器に結合され、差
動増幅器の出力によって駆動されるパストランジスタと
、差動増幅器の出力ノードに結合された補償キャパシタ
と、補助増幅器であって、補助増幅器の出力ノードが、
補償キャパシタに結合され、補助増幅器の入力ノードが
、パストランジスタに結合される補助増幅器とを備える
低ドロップアウト(LDO)電圧調整器が開示される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　低ドロップアウト(LDO)電圧調整器であって、
　基準電圧と調整済み出力電圧との差分を増幅するように構成された差動増幅器と、
　前記差動増幅器に結合され、前記差動増幅器の出力によって駆動されるパストランジス
タと、
　前記差動増幅器の出力ノードに結合された補償キャパシタと、
　補助増幅器であって、前記補助増幅器の出力ノードが前記補償キャパシタに結合され、
前記補助増幅器の入力ノードが前記パストランジスタに結合される補助増幅器とを備える
LDO電圧調整器。
【請求項２】
　前記補償キャパシタの補償は、前記補助増幅器によって与えられる利得の量に基づいて
増強される、請求項1に記載のLDO電圧調整器。
【請求項３】
　前記補償キャパシタの前記補償は、前記LDO電圧調整器を含む回路を安定化させる、請
求項2に記載のLDO電圧調整器。
【請求項４】
　前記LDO電圧調整器を含む回路の電源電圧変動除去比(PSRR)が、前記補助増幅器によっ
て与えられる利得の量に基づいて向上する、請求項1に記載のLDO電圧調整器。
【請求項５】
　前記LDO電圧調整器はミラー補償を利用する、請求項1に記載のLDO電圧調整器。
【請求項６】
　前記補助増幅器は、低電流開ループ差動増幅器を備える、請求項1に記載のLDO電圧調整
器。
【請求項７】
　前記低電流は、25ナノアンペアの電流を含む、請求項6に記載のLDO電圧調整器。
【請求項８】
　前記補助増幅器は、前記補助増幅器の利得の量を制限する抵抗性負荷を含む、請求項6
に記載のLDO電圧調整器。
【請求項９】
　前記LDO電圧調整器は閉ループ演算増幅器を備える、請求項1に記載のLDO電圧調整器。
【請求項１０】
　前記差動増幅器の前記出力ノードおよび前記パストランジスタに結合されたアクティブ
クランプをさらに備える、請求項1に記載のLDO電圧調整器。
【請求項１１】
　前記アクティブクランプは、前記パストランジスタからの短絡電流サージを制限する、
請求項10に記載のLDO電圧調整器。
【請求項１２】
　前記パストランジスタは、バッテリーからの2V～3.6Vの電圧を受け取り、前記LDO電圧
調整器は、オフチップ負荷キャパシタに1.8Vの電圧を供給する、請求項10に記載のLDO電
圧調整器。
【請求項１３】
　低ドロップアウト(LDO)電圧調整器を補償するための方法であって、
　基準電圧と調整済み出力電圧との差分を差動増幅器によって増幅するステップと、
　前記差動増幅器に結合されたパストランジスタにおいて、前記差動増幅器の出力を受け
取るステップと、
　補償キャパシタにおいて補助増幅器からの出力信号を受け取るステップであって、前記
補償キャパシタが、前記差動増幅器の出力ノードに結合され、前記補助増幅器の出力ノー
ドが、前記補償キャパシタに結合され、前記補助増幅器の入力ノードが、前記パストラン
ジスタに結合される、ステップとを含む方法。
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【請求項１４】
　前記補助増幅器からの前記出力信号が、前記補助増幅器からの入力信号によって与えら
れる利得の量に基づいて前記補償キャパシタの補償を増強させる、請求項13に記載の方法
。
【請求項１５】
　前記補償キャパシタの前記補償は、前記LDO電圧調整器を含む回路を安定化させる、請
求項14に記載の方法。
【請求項１６】
　前記LDO電圧調整器を含む回路の電源電圧変動除去比(PSRR)が、前記補助増幅器によっ
て与えられる利得の量に基づいて向上する、請求項13に記載の方法。
【請求項１７】
　前記LDO電圧調整器はミラー補償を利用する、請求項13に記載の方法。
【請求項１８】
　前記補助増幅器は、低電流開ループ差動増幅器を備える、請求項13に記載の方法。
【請求項１９】
　前記低電流は、25ナノアンペアの電流を含む、請求項18に記載の方法。
【請求項２０】
　前記補助増幅器は、前記補助増幅器の利得の量を制限する抵抗性負荷を含む、請求項18
に記載の方法。
【請求項２１】
　前記LDO電圧調整器は閉ループ演算増幅器を備える、請求項13に記載の方法。
【請求項２２】
　アクティブクランプを前記差動増幅器の前記出力ノードおよび前記パストランジスタに
結合するステップをさらに含む、請求項13に記載の方法。
【請求項２３】
　前記アクティブクランプは、前記パストランジスタからの短絡電流サージを制限する、
請求項22に記載の方法。
【請求項２４】
　前記パストランジスタは、バッテリーからの2V～3.6Vの電圧を受け取り、前記LDO電圧
調整器は、1.8Vの電圧をオフチップ負荷キャパシタに供給する、請求項22に記載の方法。
【請求項２５】
　低ドロップアウト(LDO)電圧調整器を補償するための装置であって、
　基準電圧と調整済み出力電圧との差分を増幅するように構成された差動増幅器と、
　前記差動増幅器に結合され、前記差動増幅器の出力によって駆動されるパストランジス
タと、
　前記差動増幅器の出力ノードに結合された補償手段と、
　補助増幅手段であって、前記補助増幅手段の出力ノードが前記補償手段に結合され、前
記補助増幅手段の入力ノードが前記パストランジスタに結合される補助増幅手段とを備え
る装置。
【請求項２６】
　前記補償手段の補償は、前記補助増幅手段によって与えられる利得の量に基づいて増強
される、請求項25に記載の装置。
【請求項２７】
　前記LDO電圧調整器を含む回路の電源電圧変動除去比(PSRR)が、前記補助増幅手段によ
って与えられる利得の量に基づいて向上する、請求項25に記載の装置。
【請求項２８】
　低ドロップアウト(LDO)電圧調整器を補償するための非一時的コンピュータ可読記憶媒
体であって、
　基準電圧と調整済み出力電圧との差分を差動増幅器によって増幅するための少なくとも
1つの命令と、
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　前記差動増幅器に結合されたパストランジスタにおいて、前記差動増幅器の出力を受け
取るための少なくとも1つの命令と、
　補償キャパシタにおいて補助増幅器からの出力信号を受け取るための少なくとも1つの
命令であって、前記補償キャパシタが、前記差動増幅器の出力ノードに結合され、前記補
助増幅器の出力ノードが、前記補償キャパシタに結合され、前記補助増幅器の入力ノード
が、前記パストランジスタに結合される少なくとも1つの命令とを含む非一時的コンピュ
ータ可読記憶媒体。
【請求項２９】
　前記補助増幅器からの前記出力信号が、前記補助増幅器からの入力信号によって与えら
れる利得の量に基づいて前記補償キャパシタの補償を増強させる、請求項28に記載の非一
時的コンピュータ可読記憶媒体。
【請求項３０】
　前記LDO電圧調整器を含む回路の電源電圧変動除去比(PSRR)が、前記補助増幅器によっ
て与えられる利得の量に基づいて向上する、請求項28に記載の非一時的コンピュータ可読
記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示の態様は、高電源電圧変動除去比(PSRR)および短絡回路保護による低ドロップア
ウト(LDO)補償電圧調整器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力管理は、電子工業において重要な役割を果たしている。バッテリー電源式ハンドヘ
ルドデバイスは、バッテリーの寿命を延ばし、デバイスの性能および動作を向上させるた
めの電力管理技術を必要とする。電力管理の一態様は、動作電圧を調整することを含む。
従来の電子システム、特にシステムオンチップ(SOC)は一般に様々なサブシステムを含む
。様々なサブシステムは、それらの特定のニーズに適合されたそれぞれの異なる動作電圧
の下で動作し得る。
【０００３】
　様々なサブシステムに指定された電圧を加えるのに電圧調整器が使用される。電圧調整
器は、サブシステム同士を互いに分離された状態に維持するのに使用されてもよい。低ド
ロップアウト(LDO)電圧調整器は一般に、固定電圧を生成して供給し、低雑音回路を実現
するのに使用される。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　以下に、本明細書で開示する1つまたは複数の態様および/または実施形態に関する簡略
化された概要を提示する。したがって、以下の概要は、すべての企図される態様および/
または実施形態に関する包括的な概観と見なされるべきではなく、また、以下の概要は、
すべての企図される態様および/または実施形態に関する主要または重要な要素を識別す
るか、任意の特定の態様および/または実施形態に関連付けられた範囲を定めるものと見
なされるべきでもない。したがって、以下の概要は、以下で提示する詳細な説明に先立っ
て、本明細書で開示する機構に関する1つまたは複数の態様および/または実施形態に関す
る特定の概念を簡略化された形で提示することが唯一の目的である。
【０００５】
　低ドロップアウト(LDO)電圧調整器は、基準電圧と調整済み出力電圧との差分を増幅す
るように構成された差動増幅器と、差動増幅器に結合され、差動増幅器の出力によって駆
動されるパストランジスタと、差動増幅器の出力ノードに結合された補償キャパシタと、
補助増幅器であって、補助増幅器の出力ノードが、補償キャパシタに結合され、補助増幅
器の入力ノードが、パストランジスタに結合される補助増幅器とを含む。
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【０００６】
　LDO電圧調整器を補償する方法は、基準電圧と調整済み出力電圧との差分を差動増幅器
によって増幅するステップと、差動増幅器に結合されたパストランジスタにおいて、差動
増幅器の出力を受け取るステップと、補助増幅器からの出力信号を補償キャパシタにおい
て受け取るステップであって、補償キャパシタが、差動増幅器の出力ノードに結合され、
補助増幅器の出力ノードが、補償キャパシタに結合され、補助増幅器の入力ノードが、パ
ストランジスタに結合される、ステップとを含む。
【０００７】
　LDO電圧調整器を補償するための装置は、基準電圧と調整済み出力電圧との差分を増幅
するように構成された差動増幅器と、差動増幅器に結合され、差動増幅器の出力によって
駆動されるパストランジスタと、差動増幅器の出力ノードに結合された補償手段と、補助
増幅手段であって、補助増幅手段の出力ノードが、補償キャパシタに結合され、補助増幅
手段の入力ノードが、パストランジスタに結合される補助増幅手段とを含む。
【０００８】
　LDO電圧調整器を補償するための非一時的コンピュータ可読媒体は、基準電圧と調整済
み出力電圧との差分を差動増幅器によって増幅するための少なくとも1つの命令と、差動
増幅器に結合されたパストランジスタにおいて、差動増幅器の出力を受け取るための少な
くとも1つの命令と、補助増幅器からの出力信号を補償キャパシタにおいて受け取るため
の少なくとも1つの命令であって、補償キャパシタが、差動増幅器の出力ノードに結合さ
れ、補助増幅器の出力ノードが、補償キャパシタに結合され、補助増幅器の入力ノードが
、パストランジスタに結合される少なくとも1つの命令とを含む。
【０００９】
　本明細書で開示する態様および実施形態に関連付けられた他の目的および利点は、添付
の図面および詳細な説明に基づいて、当業者に明らかになるであろう。
【００１０】
　以下の詳細な説明を参照しながら、本開示を限定するためではなく、例示のためにだけ
提示される添付の図面とともに考察すれば、本開示の実施形態がより十分に理解されるよ
うになるので、それらに関するより完全な諒解が容易に得られるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】従来の低ドロップアウト(LDO)電圧調整器を示す図である。
【図２】本開示の少なくとも1つの態様による補助増幅器を含むLDO電圧調整器を示す図で
ある。
【図３】本開示の少なくとも1つの態様によるアクティブクランプを含むLDO電圧調整器を
示す図である。
【図４】本開示の少なくとも1つの態様による補助増幅器と、補償キャパシタと、アクテ
ィブクランプとを含むLDO電圧調整器400を示す図である。
【図５】本開示の少なくとも1つの態様による例示的な差動増幅器を示す図である。
【図６】本開示の少なくとも1つの態様による例示的な補助増幅器を示す図である。
【図７】本開示の少なくとも1つの態様によるアクティブクランプ構成を示す。
【図８】本開示の少なくとも1つの態様によるLDO電圧調整器を補償するための例示的なフ
ローを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　基準電圧と調整済み出力電圧との差分を増幅するように構成された差動増幅器と、差動
増幅器に結合され、差動増幅器の出力によって駆動されるパストランジスタと、差動増幅
器の出力ノードに結合された補償キャパシタと、補助増幅器であって、補助増幅器の出力
ノードが、補償キャパシタに結合され、補助増幅器の入力ノードが、パストランジスタに
結合される補助増幅器とを備える低ドロップアウト(LDO)電圧調整器が開示される。
【００１３】
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　LDO電圧調節器を補償する方法は、基準電圧と調節された出力電圧との差分を差動増幅
器によって増幅するステップと、差動増幅器に結合されたパストランジスタにおいて、差
動増幅器の出力を受け取るステップと、補助増幅器からの出力信号を補償キャパシタにお
いて受け取るステップであって、補償キャパシタが、差動増幅器の出力ノードに結合され
、補助増幅器の出力ノードが、補償キャパシタに結合され、補助増幅器の入力ノードが、
パストランジスタに結合される、ステップとを含む。
【００１４】
　本開示のこれらのおよび他の態様は、本開示の特定の実施形態を対象とした以下の説明
および関連する図面において開示される。本開示の範囲から逸脱することなく、代替実施
形態が考案されてもよい。さらに、本開示のよく知られている要素は、本開示の関連する
詳細を不明瞭にしないように、詳細には説明されず、または省略される。
【００１５】
　「例示的」および/または「例」という語は、本明細書では、「例、事例、または例示
として働くこと」を意味するために使用される。本明細書で「例示的」および/または「
例」として説明するいかなる実施形態も、必ずしも他の実施形態よりも好ましいか、また
は有利であると解釈されるべきではない。同様に、「本開示の実施形態」という用語は、
本開示のすべての実施形態が、論じる特徴、利点または動作モードを含むことを必要とす
るとは限らない。
【００１６】
　さらに、多くの実施形態については、たとえば、コンピューティングデバイスの要素に
よって実行されるアクションのシーケンスの観点から説明する。本明細書で説明する様々
なアクションは、特定の回路(たとえば、特定用途向け集積回路(ASIC))によって、1つも
しくは複数のプロセッサによって実行されるプログラム命令によって、または両方の組合
せによって実行されてもよいことが認識されよう。さらに、本明細書で説明するこれらの
アクションのシーケンスは、実行されると、関連するプロセッサに本明細書で説明する機
能を実行させるコンピュータ命令の対応するセットを記憶した、任意の形態のコンピュー
タ可読記憶媒体内で完全に具現化されるものと見なされる場合がある。したがって、本開
示の様々な態様は、請求する主題の範囲内にそのすべてが入ることが企図されている、い
くつかの異なる形態で具現化される場合がある。加えて、本明細書で説明される実施形態
ごとに、任意のそのような実施形態の対応する形式は、本明細書では、たとえば、説明さ
れた動作を実行する「ように構成された論理」として説明され得る。
【００１７】
　電力管理は、電子工業において重要な役割を果たしている。バッテリー電源式デバイス
は、バッテリーの寿命を延ばし、デバイスの性能および動作を向上させるための電力管理
技法を必要とする。電力管理の一態様は、動作電圧を調整することを含む。従来の電子シ
ステム、特にシステムオンチップ(SOC)は一般に様々なサブシステムを含む。様々なサブ
システムは、それらの特定のニーズに適合されたそれぞれの異なる動作電圧の下で動作す
る場合がある。
【００１８】
　演算増幅器(「オペアンプ」と呼ばれる)は、差動入力を有し、かつシングルエンド出力
を有することが多い直流(DC)結合高利得電子電圧増幅器である。この構成では、オペアン
プは、一般にその入力端子間の電位差よりも数十万倍大きい(回路接地に対する)出力電位
を生成する。より詳細には、オペアンプの差動入力は、電圧V+を有する非反転入力(+)と
電圧V-を有する反転入力(-)とからなる。理想的には、オペアンプは、差動入力電圧と呼
ばれる、2つの電圧の差のみを増幅する。予測可能な演算が所望である場合、出力電圧の
一部を反転入力に印加することによって負のフィードバックが使用される。この閉ループ
フィートバックは、回路の利得を大幅に低減させる。
【００１９】
　デバイスの様々なサブシステムに指定された電圧を加えるのに電圧調整器が使用される
。電圧調整器は、サブシステム同士を互いに分離された状態に維持するのに使用されても
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よい。低ドロップアウト(LDO)電圧調整器は一般に、一定電圧を生成して供給し、低雑音
回路を実現するのに使用される。
【００２０】
　LDOは閉ループオペアンプである。LDOが大型のオフチップキャパシタ(「負荷キャパシ
タ」と呼ばれる)を駆動して大きい電流を供給する必要があるとき、オペアンプを補償し
て安定性を確保することは非常に困難である。広範囲の負荷キャパシタおよび負荷電流が
あるので、回路に関する安定性と電源電圧変動除去比(PSRR)を同時に満たすことははるか
に困難になる。PSRRは、オペアンプが生成する等価出力電圧に対するオペアンプにおける
供給電圧の変化の比として定義され、しばしばデシベル(dB)単位で表される。理想的なオ
ペアンプは無限PSRRを有する。
【００２１】
　図1は、従来のLDO電圧調整器100を示す。図1に示すように、LDO電圧調整器100の差動増
幅器102(「誤差増幅器」とも呼ばれる)は、入力基準電圧Vrefを受け入れ、調整済み出力
電圧Vregを生成する。差動増幅器102の出力は、大型パストランジスタであるトランジス
タ104(一態様では、pチャネル金属酸化物半導体(PMOS)であってもよい)を駆動する。LDO
電圧調整器100は、負荷キャパシタ(C)106と抵抗器R1 108およびR2 110とをさらに含む。L
DO電圧調整器100は、SoCの他のサブブロック用の負荷電流I0を供給する。負荷電流I0が負
荷キャパシタ106に関連付けられていないことに留意されたい。負荷電流I0はシステムの
残りの部分に供給され、負荷キャパシタ106は、LDO電圧調整器100が一定の低ノイズ出力
電圧を供給できるように付加される。抵抗器R1 108およびR2 110はフィードバック回路を
形成する。LDO電圧調整器100の出力電圧をプログラムするには一方の抵抗器を調整すれば
十分である。
【００２２】
　図1のLDO電圧調整器100などのLDO電圧調整器は「2極」システムである。「極」および
「零」は電気回路の安定性を示す。より具体的には、システム(すなわち、LDO電圧調整器
100)の極および零の周波数は、周波数に対してプロットされるループ利得およびループ位
相を定義する。これらの極において回路の安定性を維持するために、各極は、ループ利得
に対する減衰係数として働く他の回路素子によって補償される。たとえば抵抗器とキャパ
シタの複数の組合せがあるために複数の極が存在する場合、支配極の補償が着目されるこ
とがある。そのようなシステムでは、非支配極が支配極から離れて位置することが望まし
い。この極配置は補償方法を介して実現されるべきである。
【００２３】
　図1を再び参照する。パスデバイス(たとえば、トランジスタ104)のゲートの所と負荷(
たとえば、負荷キャパシタ106)の所に(比較的)低周波数の2つの極がある。LDO電圧調整器
100は、安定性を確保するために、補償する必要がある。
【００２４】
　一例では、LDO電圧調整器100は、1.8Vなどの正電源電圧Vddによってバイアスされ、1.1
Vの調整電圧を供給する高電力1.1VデジタルベースバンドLDOであってもよい。この例では
、電流(I0)は5μA～50mAの範囲で変化し、負荷キャパシタ106は、キャパシタンスが3.3μ
F～約10μFの範囲である高負荷オフチップバイパスキャパシタである。10μFが安定性に
関する極端な場合であることに留意されたい。大過渡電流を有する回路の場合、負荷調整
を改善し電圧過渡を低減させるために大型オフチップバイパスキャパシタ(たとえば、負
荷キャパシタ106)が使用される。
【００２５】
　オペアンプを補償して安定性とPSRRを同時に満たす課題は、バッテリー式デバイスおよ
び大型オフチップバイパスキャパシタ(たとえば、負荷キャパシタ106)などの超低電力用
途向けの設計時には対処がより困難になる。従来、ミラー補償はオペアンプ安定化のロバ
ストな方法であるが、上述の課題を考慮すると、ミラー補償では、チップ上に配置するこ
とができない大型補償キャパシタが必要である。ミラー補償では、電源電圧変動除去(PSR
)も行われない。したがって、十分なPSRRも実現する入手可能なキャパシタを有する補償
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されたオペアンプが必要である。
【００２６】
　本開示は、LDO電圧調整器に補助増幅器を導入する。より具体的には、補助増幅器が補
償キャパシタの前に付加される。補助増幅器によって与えられる利得に基づいて、補償キ
ャパシタの効果が向上する。たとえば、補助増幅器が20dBの利得をもたらす場合、補償キ
ャパシタの効果は10倍向上する。したがって、補償キャパシタを10倍小さくすることがで
きる。たとえば、従来のミラー補償のための補償キャパシタが400ピコファラド(pF)であ
る場合、補助増幅器を含む補償器用の補償キャパシタは40pF(すなわち、400pFの低減率が
10倍であるときの値または400pFを10で割った値)であればよい。
【００２７】
　図2は、本開示の少なくとも1つの態様による補助増幅器214と補償キャパシタ212とを含
むLDO電圧調整器200を示す。図1と同様に、LDO電圧調整器200の差動増幅器202は、入力基
準電圧Vrefを受け入れ、調整済み出力電圧Vregを生成する。差動増幅器202の出力は、大
型パストランジスタであるトランジスタ204(一態様では、PMOSであってもよい)を駆動す
る。LDO電圧調整器100と同様に、LDO電圧調整器200は、負荷キャパシタ(C)206と抵抗器R1
 208およびR2 210とをさらに含む。LDO電圧調整器200は、システムの他のサブブロック用
の負荷電流I0を供給する。しかし、LDO電圧調整器100とは異なり、LDO電圧調整器200は、
前述のように補助増幅器214を補償キャパシタ212の前に含む。
【００２８】
　補償キャパシタ212の前に補助増幅器214を付加することの利点は、上記で説明したよう
に補償キャパシタ212のサイズが補助増幅器214の利得の量だけ小さくなることを含む。た
とえば、補助増幅器214が20dBの利得をもたらす場合、補償キャパシタ212の効果は10倍向
上する。したがって、補償キャパシタ212は、LDO電圧調整器200が補助増幅器214のみを含
む場合よりも10倍小さくすることができる。さらに、PSRRが補助増幅器214の利得の量だ
け向上する。補助増幅器214がない場合、高周波数では、電源ノイズが直接LDO出力に結合
し、電源電圧変動除去は生じない。
【００２９】
　一実施形態では、LDO電圧調整器(LDO電圧調整器100など)は短絡回路クランプを含むこ
とができる。そのようなLDO電圧調整器は、バッテリーからの正電源電圧Vdd(たとえば、2
V～3.6V)を受け取り、1.8Vなどの調整済み出力電圧Vregを生成することができる。入力電
圧が大きい場合、PMOSデバイス(たとえば、トランジスタ104)のゲートソース電圧が3.6V
にもなり、出力が短絡した場合にLDO電圧調整器において大きい電流を生成することがあ
るので、短絡回路保護手段を有することが好ましい。PMOSの出力を直列抵抗に付加すると
、そのような短絡回路を制限することができるが、電圧ヘッドルームが低く、そのような
LDO電圧調整器が生成する電流が大きい場合、V=I*Rの電圧降下を回避することが好ましい
。
【００３０】
　このような問題に対処するには、LDO電圧調整器にアクティブクランプを付加すること
ができる。アクティブクランプは好ましくは、LDO電圧調整器の通常の動作には関与せず
、その代わりにPMOSゲートを保持して電流の短絡回路サージを制限することを確実にする
非線形であることが好ましい。
【００３１】
　図3は、本開示の少なくとも1つの態様によるアクティブクランプ316を含むLDO電圧調整
器300を示す。図1のLDO電圧調整器100と同様に、LDO電圧調整器300の差動増幅器302は、
入力基準電圧Vrefを受け入れ、調整済み出力電圧を生成する。差動増幅器302の出力は、
大型パストランジスタであるトランジスタ304(一態様では、PMOSであってもよい)を駆動
する。LDO電圧調整器100と同様に、LDO電圧調整器300は、負荷キャパシタ(C)306と抵抗器
R1 308およびR2 310とをさらに含む。LDO電圧調整器300は、システムの他のサブブロック
用の負荷電流I0を供給する。
【００３２】
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　図3に示すように、アクティブクランプ316は、差動増幅器302とトランジスタ304との間
に配置される。LDO電圧調整器300内の(図7に示す)アクティブクランプ316の構成では、一
般的なCMOS非線形性に対してアクティブクランプ316の非線形性が強調される。この構成
では、オペアンプ利得を妨げないように出力抵抗が高く、出力抵抗を設計する際に自由度
が得られる。LDO電圧調整器300は、たとえば2V～3.6Vの、バッテリーからの正電源電圧Vd
dの供給を受け、たとえば1.8Vの調整済み出力電圧Vregをオフチップ負荷キャパシタに供
給する。アクティブクランプ316がない場合、LDO電圧調整器300は、短絡回路保護手段を
有さない。
【００３３】
　図4は、本開示の少なくとも1つの態様による補助増幅器414と、補償キャパシタ412と、
アクティブクランプ416とを含むLDO電圧調整器400を示す。図2と同様に、LDO電圧調整器4
00の差動増幅器402は、入力基準電圧Vrefを受け入れ、調整済み出力電圧を生成する。差
動増幅器402の出力は、大型パストランジスタであるトランジスタ404(一態様では、PMOS
デバイスであってもよい)を駆動する。LDO電圧調整器400はさらに、前述のように、負荷
キャパシタ(C)406と、抵抗器R1 408およびR2 410と、補助増幅器414とを補償キャパシタ4
12の前に含む。
【００３４】
　図4の例では、LDO電圧調整器400は、図3を参照しながら上記で説明したように、差動増
幅器402とトランジスタ404との間に配置されたアクティブクランプ416も含む。LDO電圧調
整器300と同様に、LDO電圧調整器400は、たとえば2V～3.6Vの、バッテリーからの正電源
電圧Vddの供給を受け、たとえば1.8Vの調整済み出力電圧をオフチップ負荷キャパシタに
供給する。
【００３５】
　図5は、本開示の少なくとも1つの態様による図2の差動増幅器202、図3の差動増幅器302
、または図4の差動増幅器402などの差動増幅器502の図である。差動増幅器502は、1.2マ
イクロアンペア(μA)などの低バイアス電流Ibiasを使用する。その理由は、上述のように
、低バイアス電流Ibiasが低電力バッテリー式デバイスにおいて利用される(たとえば、差
動増幅器502の正電源電圧Vddは1.3Vであってもよい)からである。差動増幅器502は、たと
えば、DC800mVの電圧、およびたとえば、バンドギャップ電流Ibandgapによって与えられ
る25ナノアンペア(nA)の電流によってバイアスされる。
【００３６】
　図6は、本開示の少なくとも1つの態様による、図2の補助増幅器214、図3の補助増幅器3
14、および図4の補助増幅器414などの補助増幅器614の図である。補助増幅器614は、利得
を制限するための、5MΩなどの抵抗性負荷Rloadを有する低電力開ループ差動増幅器であ
る。一例では、正電源電圧Vddは1.3Vであってもよく、バンドギャップ電流Ibandgapは25n
Aであってもよく、第1のバイアス電流Ibias1は650nAであってもよく、第2のバイアス電流
Ibias2は1.4μAであってもよい。
【００３７】
　図7は、本開示の少なくとも1つの態様による図3のアクティブクランプ316および/また
は図4のアクティブクランプ416などのアクティブクランプ716の図である。LDO電圧調整器
(たとえば、図3のLDO電圧調整器300または図4のLDO電圧調整器400)の出力が短絡されると
、アクティブクランプ716がない場合、制御電圧VCとも呼ばれるパスデバイス(たとえば、
図3のトランジスタ304または図4のトランジスタ404)のゲート電圧が過度に降下し(たとえ
ば、100mVよりも低くなり)、パスデバイスを電流の顕著なサージ(たとえば、2アンペア程
度)が通過する。しかし、アクティブクランプ716がある場合、VCの電圧降下によってデバ
イス702に電流の流れが生じる。この電流は、抵抗器704を通過し、次いで別のデバイス70
6によって増幅されVCに対する非線形性が強調される。VCの降下が小さい(たとえば、0.5V
)場合、電流がノードVCに流入する。アクティブクランプ716がない場合、VCは0Vまで降下
することがある。流入した電流は差動増幅器(たとえば、図3の差動増幅器302または図4の
差動増幅器402)によって引き込まれ、差動増幅器の制限されたバイアス電流によってアク
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ティブクランプ716内の電流が制限される。その結果、VCが過度に降下することはできな
くなる。たとえば、LDO電圧調整器における3.6Vバッテリー電圧では、VCの2V降下は過度
であり、一方、VCの0.5V降下は許容される。電流のサージに関しては、2Aの電流は過度で
あり、一方、200mAの電流は許容される。
【００３８】
　図8は、本開示の少なくとも1つの態様によるLDO電圧調整器を補償するための例示的な
フロー800を示す。LDO電圧調整器は閉ループ演算増幅器であってもよい。一態様では、LD
O電圧調整器はミラー補償を利用してもよい。
【００３９】
　フロー800は、802において、基準電圧と調整済み出力電圧との差分を差動増幅器(たと
えば、図2の差動増幅器202、図3の差動増幅器302、または図4の差動増幅器402)によって
増幅することを含む。
【００４０】
　フロー800は、804において、差動増幅器の出力を差動増幅器に結合されたパストランジ
スタ(たとえば、図2のトランジスタ204、図3のトランジスタ304、または図4のトランジス
タ404)において受け取ることを含む。
【００４１】
　フロー800は、806において、補助増幅器(たとえば、図2の補助増幅器214または図4の補
助増幅器414)からの出力信号を補償キャパシタ(たとえば、図2の補償キャパシタ212また
は図4の補償キャパシタ412)において受け取ることを含む。図2および図4に示すように、
補償キャパシタは、差動増幅器の出力ノードに結合されてもよく、補助増幅器の出力ノー
ドは補償キャパシタに結合されてもよく、補助増幅器の入力ノードはパストランジスタに
結合されてもよい。補助増幅器は、低電流開ループ差動増幅器であってもよい。たとえば
、低電流は25ナノアンペアの電流であってもよい。
【００４２】
　フロー800は、808において、場合によっては、差動増幅器の出力ノードおよびパストラ
ンジスタにアクティブクランプを結合することを含む。アクティブクランプは、パストラ
ンジスタからの短絡回路電流サージを制限する。パストランジスタは、バッテリーからの
2V～3.6Vの電圧を受け取り、LDO電圧調整器はオフチップ負荷キャパシタに1.8Vの電圧を
供給する。
【００４３】
　一態様では、補助増幅器からの出力信号が、補助増幅器からの入力信号によって与えら
れる利得の量に基づいて補償キャパシタの補償を増強させてもよい。その場合、補償キャ
パシタの補償がLDO電圧調整器を含む回路を安定化させる。
【００４４】
　別の態様では、補助増幅器によって与えられる利得の量に基づいてLDO電圧調整器を含
む回路のPSRRが向上する場合がある。
【００４５】
　また別の態様では、補助増幅器は、補助増幅器の利得の量を制限する抵抗性負荷を含ん
でもよい。
【００４６】
　当業者には、情報および信号が、様々な異なる技術および技法のいずれかを使用して表
されてよいことが諒解されよう。たとえば、上記の説明全体にわたって言及されることが
あるデータ、命令、コマンド、情報、信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、
電流、電磁波、磁場もしくは磁性粒子、光場もしくは光学粒子、またはそれらの任意の組
合せによって表されてもよい。
【００４７】
　さらに、本明細書で開示する実施形態に関して説明する様々な例証的な論理ブロック、
モジュール、回路、およびアルゴリズムステップが、電子ハードウェア、コンピュータソ
フトウェア、または両方の組合せとして実装されてもよいことが、当業者には諒解されよ
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う。ハードウェアとソフトウェアのこの互換性を明確に示すために、上記では、様々な例
証的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、およびステップについて、全般的にそれ
らの機能の観点から説明した。そのような機能が、ハードウェアとして実現されるか、ソ
フトウェアとして実現されるかは、特定の適用例と、システム全体に課される設計制約と
によって決まる。当業者は説明した機能を特定の適用例ごとに様々な方法で実装してもよ
いが、そのような実装決定は、本開示の範囲からの逸脱を引き起こすものと解釈されるべ
きでない。
【００４８】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明する様々な例示的な論理ブロック、モジュー
ル、および回路は、汎用プロセッサ、デジタルシグナルプロセッサ(DSP)、特定用途用集
積回路(ASIC)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラマブ
ル論理デバイス、個別のゲートもしくはトランジスタ論理、個別のハードウェア構成要素
、または本明細書で説明した機能を果たすように設計されたこれらの任意の組合せを用い
て実装されるか、または実行される場合がある。汎用プロセッサはマイクロプロセッサで
あってもよいが、代替として、プロセッサは任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マ
イクロコントローラ、またはステートマシンであってもよい。プロセッサはまた、コンピ
ューティングデバイスの組合せ、たとえば、DSPとマイクロプロセッサとの組合せ、複数
のマイクロプロセッサ、DSPコアと連携した1つもしくは複数のマイクロプロセッサ、また
は任意の他のそのような構成として実装してもよい。
【００４９】
　本明細書において開示される実施形態に関して説明した方法、シーケンス、および/ま
たはアルゴリズムは、ハードウェアにおいて直接具現化される場合も、プロセッサによっ
て実行されるソフトウェアモジュールにおいて具現化される場合も、あるいは2つの組合
せにおいて具現化される場合もある。ソフトウェアモジュールは、RAMメモリ、フラッシ
ュメモリ、ROMメモリ、EPROMメモリ、EEPROMメモリ、レジスタ、ハードディスク、リムー
バブルディスク、CD-ROM、または当技術分野において知られている任意の他の形の記憶媒
体内に存在してもよい。例示的な記憶媒体は、プロセッサが記憶媒体から情報を読み取り
、記憶媒体に情報を書き込むことができるようにプロセッサに結合される。代替として、
記憶媒体は、プロセッサと一体化してもよい。プロセッサおよび記憶媒体は、ASICの中に
存在する場合がある。ASICはユーザ端末(たとえば、UE)内に存在してもよい。代替として
、プロセッサおよび記憶媒体は、個別構成要素としてユーザ端末内に存在する場合がある
。
【００５０】
　1つまたは複数の例示的な実施形態では、説明する機能は、ハードウェア、ソフトウェ
ア、ファームウェア、またはそれらの任意の組合せにおいて実装されてもよい。ソフトウ
ェアで実装される場合、機能は、1つもしくは複数の命令またはコードとして、コンピュ
ータ可読媒体上に記憶されてもよく、またはコンピュータ可読媒体を介して送信されても
よい。コンピュータ可読媒体は、コンピュータ記憶媒体と、ある場所から別の場所へのコ
ンピュータプログラムの伝達を容易にする任意の媒体を含む通信媒体の両方を含む。記憶
媒体は、コンピュータによってアクセスされることがある任意の利用可能な媒体であって
もよい。限定ではなく例として、そのようなコンピュータ可読媒体は、RAM、ROM、EEPROM
、CD-ROMまたは他の光ディスクストレージ、磁気ディスクストレージまたは他の磁気記憶
デバイス、あるいは命令またはデータ構造の形態で所望のプログラムコードを搬送または
記憶するために使用できるとともにコンピュータによってアクセスできる任意の他の媒体
を含むことができる。また、いかなる接続も、厳密にはコンピュータ可読媒体と呼ばれる
。たとえば、ソフトウェアが、同軸ケーブル、光ファイバーケーブル、ツイストペア、デ
ジタル加入者回線(DSL)、または赤外線、無線、およびマイクロ波などのワイヤレス技術
を使用してウェブサイト、サーバ、または他のリモートソースから送信される場合、同軸
ケーブル、光ファイバーケーブル、ツイストペア、DSL、または赤外線、無線、およびマ
イクロ波などのワイヤレス技術は、媒体の定義に含まれる。本明細書で使用するディスク
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(disk)およびディスク(disc)は、コンパクトディスク(disc)(CD)、レーザーディスク(登
録商標)(disc)、光ディスク(disc)、デジタル多用途ディスク(disc)(DVD)、フロッピー(
登録商標)ディスク(disk)、およびBlu-ray(登録商標)ディスク(disc)を含み、ディスク(d
isk)は通常、データを磁気的に再生し、ディスク(disc)は、レーザーを用いてデータを光
学的に再生する。上記の組合せもまた、コンピュータ可読媒体の範囲内に含まれるべきで
ある。
【００５１】
　上記の開示は本開示の例示的な実施形態を示すが、添付の特許請求の範囲によって規定
される本開示の範囲から逸脱することなく、本明細書において様々な変更および修正が行
われ得ることに留意されたい。本明細書で説明した本開示の実施形態による方法クレーム
の機能、ステップおよび/またはアクションは、特定の順序で実行される必要はない。さ
らに、本開示の要素は、単数形において説明または特許請求がなされる場合があるが、単
数形に限定することが明示的に述べられていない限り、複数形が企図される。
【符号の説明】
【００５２】
　　100　従来のLDO電圧調整器
　　102　差動増幅器
　　104　トランジスタ
　　106　負荷キャパシタ
　　108　抵抗器R1
　　110　抵抗器R2
　　200　LDO電圧調整器
　　202　差動増幅器
　　204　トランジスタ
　　206　負荷キャパシタ
　　208　抵抗器R1
　　210　抵抗器R2
　　212　補償キャパシタ
　　214　補助増幅器
　　300　LDO電圧調整器
　　302　差動増幅器
　　304　トランジスタ
　　306　負荷キャパシタ
　　308　抵抗器R1
　　310　抵抗器R2
　　316　アクティブクランプ
　　400　LDO電圧調整器
　　402　差動増幅器
　　404　トランジスタ
　　406　負荷キャパシタ
　　408　抵抗器R1
　　410　抵抗器R2
　　412　補償キャパシタ
　　414　補助増幅器
　　416　アクティブクランプ
　　502　差動増幅器
　　614　補助増幅器
　　702　デバイス
　　704　抵抗器
　　706　別のデバイス
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　　716　アクティブクランプ
　　I0　負荷電流
　　Vdd　正電源電圧
　　Vreg　調整済み出力電圧

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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